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本⽇の内容

第1部 学校給⾷のリスクマネジメント

（⾷中毒・異物混⼊・⾷物アレルギー・窒息事故）

第2部 学校給⾷の栄養管理

第3部 給⾷の時間における⾷に関する指導

第4部 栄養教諭の職務内容（最新の通知から）
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ねらい 学校給⾷の「管理」と「指導」を⼀体的に捉える

●学校給⾷の安全確保に必要な基本事項を理解する
・⾷中毒防⽌
・異物混⼊防⽌
・⾷物アレルギー対応
・窒息事故防⽌

●学校給⾷が果たす教育的意義を再確認する
●市区町村教育委員会や学校への

適切な⽀援・助⾔の視点を共有する
●管理と指導の両⾯から学校給⾷の充実を図る

⼦供たちの健やかな成⻑と学びを⽀えるための
学校給⾷
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学校給⾷の法的枠組み
学校給⾷法
（昭和29年法律第160号）
- 第4条 義務教育諸学校の設置者による

学校給⾷の実施
（努⼒義務）

- 第8条 学校給⾷実施基準
→ 栄養管理の根拠

- 第9条 学校給⾷衛⽣管理基準
→ 衛⽣管理の根拠

- 第10条 栄養教諭による⾷に関する指導
→ ⾷育の根拠

本研修の四つの主題は、
いずれもこの法律の条⽂に対応

学校給⾷法（昭和29年法律第160号）第4条・第8条・第9条・第10条
4

安全な給⾷が⼟台、その上に栄養があり、
さらにその上に指導がある



第1部 学校給⾷のリスクマネジメント
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リスクマネジメントの全体像―４つのリスク領域―

1. ⾷中毒の防⽌
2. 異物混⼊の防⽌
3. ⾷物アレルギー対応
4. 窒息事故防⽌

→ いずれも児童⽣徒の⽣命・健康に直結するリスク

⽂部科学省「⾷に関する指導の⼿引－第⼆次改訂版－」（平成31年3⽉）第5章第3節
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リスクマネジメントの基本構造

すべてのリスク領域に共通する設計︓
【第⼀段】未然防⽌＝平時の仕組み
基準・マニュアル・点検票等による⼯程管理、
研修による標準化

【第⼆段】発⽣時対応＝有事の体制
初動フロー、役割分担、
報告経路、有事に備えた訓練

→ 個⼈の注意⼒に依存させず、
「仕組み」として整える

⽂部科学省「⾷に関する指導の⼿引－第⼆次改訂版－」（平成31年3⽉）第5章／学校給⾷衛⽣管理基準（平成21年⽂部科学省告⽰第64号）第4・第5

誰が担当しても
同じ⽔準で回る仕組み
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⾷中毒① 制度の原点と現状

平成8年（1996年）
堺市 O157集団⾷中毒
→ 学校給⾷衛⽣管理の抜本強化の契機

平成9年
学校給⾷衛⽣管理の基準（通知）
⼤量調理施設衛⽣管理マニュアル（旧厚⽣省策定）

平成21年
学校給⾷衛⽣管理基準
学校給⾷法第9条に基づく告⽰へ格上げ

⾷中毒発⽣件数は⼤幅に減少したが、
ゼロにはなっていない（ノロウイルス・ヒスタミン等）

学校給⾷衛⽣管理基準（平成21年⽂部科学省告⽰第64号）／「学校給⾷衛⽣管理基準の施⾏について」（平成21年4⽉1⽇ 21⽂科ス第6010号）

経験の有無に関わらず
適切に対応できるように
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⾷中毒② 学校給⾷衛⽣管理基準の構造

第1 総則
（設置者の責任・HACCPの考え⽅）

第2 施設及び設備の整備・管理
（作業区域の区分、ドライシステム等）

第3 調理の過程等における衛⽣管理
（検収・加熱・⼆次汚染防⽌・保存⾷等）

第4 衛⽣管理体制
（栄養教諭等を衛⽣管理責任者に
／従事者の健康管理）

第5 ⽇常及び臨時の衛⽣検査
第6 雑則

（記録の1年保存・クックチル）

学校給⾷衛⽣管理基準（平成21年⽂部科学省告⽰第64号）第1〜第6
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⾷中毒③ 重要管理点︓加熱温度

加熱調理⾷品
中⼼部75℃・1分間以上（⼜は同等以上）を中⼼温度計で確認・記録

⼆枚⾙等ノロウイルス汚染のおそれのある⾷品︓
衛⽣管理基準︓85℃・1分間以上
⼤量調理施設衛⽣管理マニュアル︓85〜90℃・90秒間以上

中⼼温度計は定期的に検査

学校給⾷衛⽣管理基準（平成21年⽂部科学省告⽰第64号）第3／⼤量調理施設衛⽣管理マニュアル（平成9年3⽉24⽇衛⾷第85号別添、最終改正平成29年6⽉16⽇⽣⾷発0616第1号）
／「学校給⾷衛⽣管理基準の取扱いについて（通知）」（平成27年12⽉17⽇付け27初健⾷第21号）

より精密な数値

学校給⾷衛⽣管理基準 ⼤量調理施設衛⽣管理マニュアル
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⾷中毒④ ⼆次汚染の防⽌

〇調理作業⼯程表・作業動線図を作成し、
作業前に確認

〇⾷⾁・⿂介・卵は
専⽤の容器・機器・器具を使⽤

〇包丁・まな板は
⾷品別・処理別に使い分け

〇⾷品・器具は床⾯から
60cm以上の置台に置く

〇調理終了後の⾷品は素⼿でさわらない
〇作業時にふきんを使⽤しない
〇エプロン・履物等は作業区分
ごとに⾊分けして使い分け

学校給⾷衛⽣管理基準（平成21年⽂部科学省告⽰第64号）第3（調理過程・⼆次汚染の防⽌）

★汚染区域から⾮汚染区域へ、モノと⼈を介して菌を持ち込まない
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⾷中毒⑤ 検⾷・保存⾷

検⾷︓児童⽣徒の摂⾷開始30分前までに
責任者が実施
異物・加熱冷却の適否・
異味異臭等を確認し、
時間と意⾒を記録

保存⾷︓原材料・加⼯⾷品・調理済⾷品を
⾷品ごとに50g程度ずつ
清潔な容器に密封し、
専⽤冷凍庫で
­20℃以下・2週間以上保存
★卵は全て割卵し混合したものから
50g採取

学校給⾷衛⽣管理基準（平成21年⽂部科学省告⽰第64号）第3（検⾷及び保存⾷等）

事故の未然防⽌

原因究明のための備え
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⾷中毒⑥ 従事者の衛⽣管理・健康管理

検便︓⾚痢菌・サルモネラ属菌・
腸管出⾎性⼤腸菌O157等
について毎⽉2回以上

健康状態を毎⽇、個⼈ごとに把握
（本⼈・同居⼈の感染症の疑いも点検・記録）
★⼿指に化膿性疾患がある場合は

調理作業への従事を禁⽌
★ノロウイルス感染と診断された従事者︓

⾼感度検便で陰性確認まで
直接調理を控える

学校給⾷衛⽣管理基準（平成21年⽂部科学省告⽰第64号）第4（学校給⾷従事者の衛⽣管理・健康管理）

⼈由来の汚染は、
施設設備が⽴派でも防げない︕

13



⾷中毒⑦ ⼤量調理施設衛⽣管理マニュアルとの関係

厚⽣労働省所管。
同⼀メニュー1回300⾷以上⼜は1⽇750⾷以上
の施設に適⽤
多くの学校給⾷施設は「基準」と「マニュアル」の
⼆重適⽤
マニュアルが先⾏して精密化している事項︓

〇⼆枚⾙の加熱（85〜90℃・90秒 以上）
〇⼿洗い（2回洗い）
〇加熱後冷却
（30分以内に20℃付近
⼜は 60分以内に10℃付近）

〇⾮加熱提供の野菜・果物の殺菌
（若齢者対象施設）＝平成29年改正

⼤量調理施設衛⽣管理マニュアル（平成9年3⽉24⽇衛⾷第85号別添、最終改正平成29年6⽉16⽇⽣⾷発0616第1号）
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⾷中毒⑧労働安全衛⽣規則の改正に伴う熱中症の重篤化予防
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学校給⾷を取り巻く環境の変化
・猛暑の常態化による調理現場の熱中症リスクの増⼤
・法令改正に伴う事業主の義務の追加

「学校給⾷の安定的な運営に向けた取組の推進について」
（令和7年9⽉７初健⾷第８号）
熱中症対策を含めた給⾷の安定的な運営を要請
設備整備に加え、現場の実情に応じた柔軟な対応が必要

現場に求められる対応
・設備整備だけでなく、献⽴や作業⼯程、衛⽣着⾐、
休憩時間等の柔軟な調整

「学校給⾷の安定的な運営に向けた取組の推進について（通知）」（令和7年9⽉16⽇）



⾷中毒⑨学校給⾷衛⽣管理基準の改正動向

「学校給⾷衛⽣管理基準の在り⽅に関する有識者会議」
令和8年3⽉25⽇初会合
- 現⾏基準は平成21年以来、約17年ぶりの⾒直し
検討の三本柱︓

1. ⼤量調理施設衛⽣管理マニュアル累次改正の反映
（記載の相違の整理・統合）

2. 科学的知⾒を踏まえた改正
（⾷品添加物・⼆枚⾙の加熱処理）

3. 社会環境の変化への対応
（物流・検収の在り⽅、
熱中症対策等の職場環境、⾷品ロス）

⽂部科学省「学校給⾷衛⽣管理基準の在り⽅に関する有識者会議」第1回配布資料（令和8年3⽉25⽇）

衛⽣⽔準の維持と現場の実情への配慮
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異物混⼊① 分類と発⽣要因

異物の分類︓
〇危険性の⾼いもの︓

⾦属⽚・ガラス⽚・プラスチック⽚等
（⾝体被害に直結）

〇動物性︓
⽑髪・昆⾍等／植物性︓繊維・⽊⽚等

混⼊経路︓
〇⾷材由来（納⼊段階）
〇調理場内由来（器具の破損・作業環境）
〇配送・配⾷段階

発⽣要因の多くは「⼯程管理の隙間」

⽂部科学省「⾷に関する指導の⼿引－第⼆次改訂版－」（平成31年3⽉）第5章第3節（異物混⼊の防⽌）

異物混⼊対策＝⼯程管理の質
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異物混⼊② 未然防⽌と発⽣時対応

未然防⽌︓
- 検収の徹底
（品質・包装状況・異物の確認は検収項⽬に含まれる）

- 調理器具の使⽤前後点検
（⽋け・破損・ねじの緩み）

- 作業環境の整備
（施設の破損箇所の把握・補修、防⾍防そ）

発⽣時対応︓
- 現物の保全 → 喫⾷中⽌の判断

→ 同⼀調理場の他校への連絡 → 原因究明・再発防⽌
- 危険性の⾼い異物は速やかに設置者・教育委員会へ報告

学校給⾷衛⽣管理基準（平成21年⽂部科学省告⽰第64号）第3（検収・施設設備の衛⽣管理）／⽂部科学省「⾷に関する指導の⼿引－第⼆次改訂版－」（平成31年3⽉）第5章

個々の学校で抱え込ませない
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⾷物アレルギー① 対応の基本枠組み

契機︓
平成24年 調布市⽴⼩学校における⾷物アレルギー死亡事故

「今後の学校給⾷における⾷物アレルギー対応について」
（平成26年3⽉26⽇通知）

「学校給⾷における⾷物アレルギー対応指針」（平成27年3⽉）
★ ⼤原則︓安全性を最優先とし、組織で対応する

「学校⽣活管理指導表（アレルギー疾患⽤）」の提出を
必須とする
安全性確保のため、
原因⾷物の「完全除去」対応を原則とする

（安易な部分対応をしない）

「今後の学校給⾷における⾷物アレルギー対応について」（平成26年3⽉26⽇ 25⽂科ス第713号）／⽂部科学省「学校給⾷における⾷物アレルギー対応指針」（平成27年3⽉）

「できる限り対応」ではなく 「事故を起こさないこと」が重要
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⾷物アレルギー② 校内体制と多重チェック
校内⾷物アレルギー対応委員会の設置
（校⻑を責任者とする組織対応）
対応の流れ︓

管理指導表の提出 → ⾯談 → 
校内委員会で対応決定 → 全教職員で共有

⽇々の多重チェック︓
献⽴作成時 → 調理時（対応⾷の確認）
→ 配膳時 → 教室での提供時

複数の⽬・複数の段階で確認する設計
教職員全員がアレルギーの基礎知識と
緊急時対応を研修で共有

⽂部科学省「学校給⾷における⾷物アレルギー対応指針」（平成27年3⽉）

⼀⼈の注意⼒に頼らず、組織と仕組みで事故を防ぐこと
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⾷物アレルギー③ 緊急時対応

アナフィラキシーへの備え︓
エピペンⓇ⼜はネフィー® が処⽅されている児童⽣徒の把
握と保管場所
使⽤⼿順の全教職員共有

アナフィラキシーの疑いがあれば、ためらわずエピペン®⼜はネ
フィー®を使⽤し救急要請
アナフィラキシーショックにより⽣命が危険な状態で、本⼈が
⾃ら投与できない場合は、⼀定の条件の下で教職員等によ
るエピペン®⼜はネフィー®の投与が認められている。
緊急時の対応を想定したシミュレーション訓練の実施

発⽣後︓記録・検証・保護者への説明・再発防⽌

⽂部科学省「学校給⾷における⾷物アレルギー対応指針」（平成27年3⽉）／「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン」（公益財団法⼈⽇本学校保健会

迷わず使える体制を平時から整えておく
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アナフィラキシーショック時のアドレナリン点⿐薬（ネフィー®）の投与について

背景
・⾷物アレルギーによるアナフィラキシー
は学校給⾷における重要な健康課題

・緊急時のアドレナリン投与が救命のために
重要

新たな動き
・アドレナリン点⿐液「ネフィー®」が導⼊
・注射ではなく⿐腔内に投与する医薬⽤医
薬品

・学校等における投与に関する事務連絡が
⾏われた

22
⽂部科学省等ほか「学校等におけるアナフィラキシーショック時のアドレナリン点⿐液（ネフィー®）の投与について」（令和８年４⽉）

ネフィーⓇサイト https://www.neffy.net/



⾷物アレルギー④都道府県教育委員会に求められる役割

⾷物アレルギー対応は学校任せにしない
●市区町村の対応状況を把握し、基本⽅針の策定・運⽤を
●⽀援医師会・消防機関等との広域的な連携体制を構築
●研修会や訓練実施を⽀援し、全教職員の対応⼒を向上
●事故・ヒヤリハット事例を集約し、再発防⽌策を横展開
●学校や市区町村への指導・助⾔を継続的に実施
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重要な視点
マニュアルの整備だけでなく、
研修・訓練が機能しているかを確認する
学校給⾷によるアレルギー事故を防ぎながら、
児童⽣徒が安⼼して給⾷を楽しめる環境をつくる

⽂部科学省「学校給⾷における⾷物アレルギー対応指針」（平成27年3⽉）



窒息事故① 事故の実態と特性

給⾷時間中の窒息事故は断続的に発⽣
（うずらの卵・⽩⽟・パン等による死亡事例）
令和6年2⽉
福岡県みやま市・⼩学校での窒息死亡事故

→ 全国への注意喚起

特性︓
- 発⽣から重篤化までの時間が極めて短い
（数分単位）
- 調理場ではなく「教室」で起きる

→ 対応の主体は学級担任等
- 低学年・特別⽀援を要する児童⽣徒はリスクが⾼い

「学校給⾷等での窒息事故の防⽌について」（令和6年2⽉ ⽂部科学省事務連絡）／⽂部科学省「⾷に関する指導の⼿引－第⼆次改訂版－」（平成31年3⽉）第5章第3節

窒息事故対策は給⾷管理の問題であると同時に、学校安全の課題でもある
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窒息事故② 未然防⽌と発⽣時対応

未然防⽌︓
- 献⽴・調理段階︓

発達段階に応じた⾷材の選定・⼤きさ・調理形態の⼯夫
- 指導段階︓

よく噛んで⾷べる、⼝に⼊れたまま話さない・⽴ち歩かない等の給⾷指導
- 喫⾷時間の確保︓

慌てて飲み込まなくてよい状況に

発⽣時対応︓
- 気道異物除去（背部叩打法・腹部突き上げ法）の全教職員研修
- 救急要請・AED・応援体制の初動フローを教室単位で確認

「学校給⾷等での窒息事故の防⽌について」（令和6年2⽉ ⽂部科学省事務連絡）／⽂部科学省「⾷に関する指導の⼿引－第⼆次改訂版－」（平成31年3⽉）第5章第3節

その場にいる教職員が動けるかが⽣死の分かれ⽬
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令和8年度新規事業「学校給⾷におけるリスクマネジメント強化」

⽂部科学省 総合教育政策局健康教育・⾷育課
「⾷の指導改善充実事業」内の新規事業

令和8年度
事業内容の⼆本柱︓
1. 調理から給⾷時間の指導までを

「段階別」に整理し、
衛⽣⾯・安全⾯の両⾯から
研修動画教材等を作成

2. 窒息事故等を想定した
モデル校での訓練を実施し、

平時から備えるチェックリストを作成

⽂部科学省「令和8年度予算 概算要求主要事項」（総合教育政策局）⾷の指導改善充実事業

給⾷の安全は調理場だけで守るものではなく、教室での指導や緊急時対応まで含めて守るもの
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第2部 学校給⾷の栄養管理
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栄養管理の法的根拠

学校給⾷法第8条
→ 学校給⾷実施基準
（平成21年⽂部科学省告⽰第61号、
最終改正 令和3年2⽉12⽇）

実施基準の内容︓
- 学校給⾷は在学するすべての児童⽣徒に対し実施
- 年間を通じ、原則として毎週5回、授業⽇の昼⾷時に実施
- 児童⽣徒の個々の健康・⽣活活動・地域の実情等に配慮
- 「学校給⾷摂取基準」（別表）による栄養量の確保

学校給⾷法第8条／学校給⾷実施基準（平成21年⽂部科学省告⽰第61号、最終改正 令和3年2⽉12⽇）
／「学校給⾷実施基準の⼀部改正について」（令和3年2⽉12⽇ 2⽂科初第1684号）

学校給⾷管理の両輪
安全＝学校給⾷衛⽣管理基準

栄養＝学校給⾷実施基準（学校給⾷摂取基準）
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学校給⾷摂取基準の構造

「⽇本⼈の⾷事摂取基準」を参考に、
1⽇の栄養量に対する学校給⾷の割合を設定

●エネルギー︓1⽇の必要量の約3分の1
（6-7歳530kcal／8-9歳650kcal
／10-11歳780kcal／12-14歳830kcal）

●たんぱく質︓学校給⾷エネルギー全体の13〜20％
●脂質︓20〜30％
●ナトリウム（⾷塩相当量）︓1⽇の⽬標量の3分の1未満
●カルシウム︓1⽇の推奨量の50％
（家庭で不⾜しがちな栄養素は割合を⾼く設定）

基準は「⽬安」であり、児童⽣徒の実態に応じ弾⼒的に運⽤

学校給⾷実施基準 別表（学校給⾷摂取基準）／「学校給⾷実施基準の⼀部改正について」（令和3年2⽉12⽇ 2⽂科初第1684号）

数値を合わせることが⽬的ではなく、⼦供の成⻑を⽀えることが⽬的
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⾷品成分表との関係における留意点
⾷品成分表との関係
・現⾏の学校給⾷実施基準は、
策定時の⽇本⾷品標準成分表（七訂）を
に設定

・現在の栄養価計算は⽇本⾷品標準成分表2020年
版（⼋訂）を使⽤していることが多い

・同じ献⽴でも算出される栄養価が異なる場合がある

栄養教諭等に求められること
・「基準値を満たしていない＝不適切」
と判断しない

・成分表改訂による影響を考慮して結果を評価する
・児童⽣徒の発育状況や実態を踏まえて
献⽴改善につなげる

30
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献⽴作成の視点

栄養⾯︓摂取基準を満たす
多様な⾷品を適切に組み合わせる

衛⽣⾯︓施設設備・⼈員の能⼒に応じた献⽴とする
⾼温多湿期のなまもの・和え物への配慮

教育⾯︓献⽴は「⽣きた教材」
―教科・⾏事・季節と関連づける

実施⾯︓地場産物の活⽤、⾷⽂化の継承、
児童⽣徒の嗜好とのバランス

学校給⾷実施基準（令和3年2⽉12⽇最終改正）／学校給⾷衛⽣管理基準（平成21年⽂部科学省告⽰第64号）第3（献⽴作成）
／⽂部科学省「⾷に関する指導の⼿引－第⼆次改訂版－」（平成31年3⽉）

良い献⽴とは、栄養価が⾼い献⽴ではなく、
安全に、おいしく、学びにつながる献⽴
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栄養管理のPDCA

Plan︓摂取基準・⾷品構成に基づく献⽴作成
Do︓適切な調理・配⾷（栄養価を損なわない）
Check︓残⾷量・喫⾷状況の把握

児童⽣徒の体位・健康診断結果等の活⽤
⾷に関する指導の実施状況・学習状況の把握

Action︓献⽴・分量・調理法の改善
⾷に関する指導内容・指導⽅法の改善
へ反映

→ 「基準を満たす献⽴を⽴てて終わり」ではなく、
喫⾷実態や⾷に関する指導の状況も踏まえて
改善につなげる

学校給⾷実施基準（令和3年2⽉12⽇最終改正）／「学校給⾷実施基準の⼀部改正について」（令和3年2⽉12⽇ 2⽂科初第1684号）

栄養管理の本質は、「献⽴を作ること」ではなく
「評価と改善を繰り返し、⼦供の健康と望ましい⾷習慣の形成につなげること」
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栄養管理をめぐる⾏政動向

令和8年4⽉〜「学校給⾷費の抜本的な負担軽減」開始
- 公⽴⼩学校等の⾷材費を国が⽀援

（児童⼀⼈・⽉額5,200円を基準・11か⽉分）
- 基準額超過分は保護者から徴収可能

→ 給⾷の質（栄養⽔準）の確保が前提
「学校給⾷の安定的な運営に向けた取組の推進について」
（令和7年9⽉16⽇通知）
- 物価上昇を踏まえた適切な契約・契約変更

→ ⾷材費と栄養⽔準を両⽴した安定運営

⽂部科学省「学校給⾷費の抜本的な負担軽減」関係資料（令和8年4⽉開始）／「学校給⾷の安定的な運営に向けた取組の推進について（通知）」（令和7年9⽉16⽇）

「給⾷費の負担軽減」と「給⾷の質の確保」はセット
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第3部 給⾷の時間における⾷に関する指導
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給⾷の時間における指導の整理

給⾷の時間の指導は2つ

給⾷指導
●準備・会⾷・⽚付けの指導
●⼿洗い、配膳、マナー等
●習慣形成が⽬的

給⾷を活⽤した⾷に関する指導
●献⽴や⾷材を教材として活⽤
●栄養、地場産物、⾷⽂化等
●学びの深化が⽬的

⽂部科学省「⾷に関する指導の⼿引－第⼆次改訂版－」（平成31年3⽉）第5章第2節

「どう⾷べるか」と「なぜ⾷べるのか」
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教育課程上の位置付け

給⾷の時間は「特別活動」の学級活動
〔学級活動(2)エ

「⾷育の観点を踏まえた学校給⾷
と望ましい⾷習慣の形成」等〕

に位置付く

学習指導要領総則︓
学校における⾷育の推進を明記
⾷育は特別活動だけでなく、
各教科・道徳・総合的な学習の時間等、
教育活動全体で⾏う
給⾷の時間は年間指導計画に位置付けて計画的に指導

⼩学校学習指導要領（平成29年告⽰）総則・特別活動／⽂部科学省「⾷に関する指導の⼿引－第⼆次改訂版－」（平成31年3⽉）

給⾷は「⾷事の時間」でもあるが、「学びの時間」でもある
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誰が指導するのか ―従来の課題―

給⾷時間の指導の担い⼿︓学級担任＋栄養教諭
従来の課題︓
栄養教諭が単独で給⾷指導を⾏えるかについて、
「学級活動に位置づく時間は学級担任との
ティーム・ティーチングが必要」との解釈が、

栄養教諭の活⽤を制約
→ 令和7年4⽉30⽇通知で整理・明確化

「栄養教諭等による⾷に関する指導等の充実について（通知）」（令和7年4⽉30⽇ 7初健⾷第2号）

「給⾷時間の指導＝必ずTT」
という理解は適切か︖

栄養教諭は単独で給⾷時間の
指導ができるのか︖
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令和7年通知による明確化 ―単独指導―
「栄養教諭等による⾷に関する指導等の充実について」

（令和7年4⽉30⽇ 7初健⾷第2号）
●栄養教諭免許を有する者は、
給⾷の時間が学級活動に位置付けられているか否かに
かかわらず、 単独で給⾷指導を実施できる

（学級担任等とのTTである必要はない）
●栄養教諭は積極的に単独での給⾷指導の実施を
●頻度の⽬安︓

各栄養教諭が週の⼤半（おおむね週4回以上）
給⾷を活⽤した⾷に関する指導に従事

●学校栄養職員（免許なし）︓
学級活動としての指導は学級担任等とのTT

「栄養教諭等による⾷に関する指導等の充実について（通知）」（令和7年4⽉30⽇ 7初健⾷第2号）

学級担任の役割を軽減・免除するものではない
それぞれの専⾨性を⽣かしながら、より柔軟に⾷育を推進
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指導の充実に向けて ―都道府県⾏政担当者の役割―

〇通知の趣旨を教育委員会・学校管理職・学級担任まで浸透させる
「栄養教諭が教室で給⾷指導を単独で⾏うことは当然の職務」という
共通理解づくり

〇給⾷を活⽤した指導の質を⾼める⽀援︓
- 献⽴と指導内容の関連づけ（教材化）の好事例収集・横展開
- 各教科等の⾷に関する指導との接続（指導計画への位置付け）

〇複数校兼務する栄養教諭への、巡回指導計画の⼯夫や実施体制についての助⾔

「栄養教諭等による⾷に関する指導等の充実について（通知）」（令和7年4⽉30⽇ 7初健⾷第2号）／⽂部科学省「⾷に関する指導の⼿引－第⼆次改訂版－」（平成31年3⽉）
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第4部 栄養教諭の職務内容
―最新の通知から―
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栄養教諭制度の基本

平成16年 学校教育法改正により創設
平成17年度から配置開始
職務︓「児童の栄養の指導及び管理をつかさどる」

（学校教育法第37条第14項）
⾷に関する指導と学校給⾷の管理を
「⼀体のもの」として⾏う

配置状況︓平成17年度34⼈
→ 令和７年度7,019⼈

課題︓給⾷管理業務に⽐重が偏り、
本来の「指導と管理の⼀体」が
果たされていないとの指摘

学校教育法第37条第13項／「栄養教諭等による⾷に関する指導等の充実について（通知）」（令和7年4⽉30⽇ 7初健⾷第2号）
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令和7年4⽉30⽇通知

「栄養教諭等による⾷に関する指導等の充実について」
（7初健⾷第2号）
発出︓初等中等教育企画課⻑、財務課⻑、

健康教育・⾷育課⻑の3課⻑連名
内容︓

1. 給⾷指導及び給⾷を活⽤した⾷に関する指導
（単独指導の明確化・週4回以上）

2. 各教科等における⾷に関する指導
（教科・道徳・総合等への参画）

3. ⾷に関する健康課題の相談指導
（偏⾷・肥満・痩⾝・⾷物アレルギー等の個別対応)

4. 栄養教諭の校務分掌
（⾷に限らず学校運営に参画）

「栄養教諭等による⾷に関する指導等の充実について（通知）」（令和7年4⽉30⽇ 7初健⾷第2号）

⾷育・個別的・学校運営
― 栄養教諭の役割の再定義
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標準的な職務の3区分（別表）

標準的な職務の内容
（令和5年7⽉5⽇通知の別表を令和7年通知で改正）
1. 主として⾷育その他の学校の教育活動に関すること

（各教科等における指導、健康課題の相談指導 等）
2. 主として学校給⾷の管理に関すること

（栄養管理︓献⽴作成・摂取状況把握
衛⽣管理︓衛⽣管理基準に基づく管理と指導助⾔）

3. 主として学校の管理運営に関すること
（学校経営・運営⽅針の策定への参画、

各種委員会の企画運営、業務改善の推進 等)

栄養教諭を「給⾷管理の専⾨職」から、
「学校教育と学校運営を担いうる専⾨職」として位置付け

「栄養教諭等による⾷に関する指導等の充実について（通知）」（令和7年4⽉30⽇ 7初健⾷第2号）別表
／「養護教諭及び栄養教諭の標準的な職務の明確化に係る学校管理規則の参考例等の送付について」（令和5年7⽉5⽇ 5教教⼈第19号）
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校務分掌 ―「⾷」に限定しない―

令和7年通知が⽰した⽅向性
〇栄養教諭も、他の教諭と同様に校務分掌を担う
（学級副担任、校内委員会、学校⾏事、地域連携など）
〇校⻑が必要と認める職務は、
⾷に関する業務に限らず校務分掌に位置付け可能

通知のメッセージ
〇給⾷管理だけを担う職ではない
〇学校運営にも参画できる
〇学校全体の教育活動を⽀えうる

教職員として位置付ける

「栄養教諭等による⾷に関する指導等の充実について（通知）」（令和7年4⽉30⽇ 7初健⾷第2号）

栄養教諭は、学校運営の⼀員である
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校務分掌―共同調理場（センター）配置の場合―

前提︓
共同調理場勤務の栄養教諭も、⾝分（籍）は受配校のうちの⼀校＝「本務校」に置かれる
→ 本務校は他の教諭と同様に校務分掌を担える。論点は「本務校以外」との関わり⽅

1. 本務校︓正規の職員として校務分掌を担う
（⾷育推進委員会の中核、学校運営⽅針の策定への参画 等

―令和7年通知の趣旨をまず本務校で体現）
2. 共同調理場︓勤務場所としての運営上の役割

（衛⽣管理責任者、献⽴委員会の運営、調理員研修の企画、受配校との連絡調整 等）
3. 本務校以外の受配校︓兼務発令等を基盤に、⾷育推進委員会・学校保健委員会・

⾷物アレルギー対応委員会等への参画、⾷に関する指導の全体計画への助⾔

設計上の論点︓本務校の分掌＋センター業務の量的両⽴
本務校偏重にならない受配校全体への関与

「栄養教諭等による⾷に関する指導等の充実について（通知）」（令和7年4⽉30⽇ 7初健⾷第2号）
／「養護教諭及び栄養教諭の標準的な職務の明確化に係る学校管理規則の参考例等の送付について」（令和5年7⽉5⽇ 5教教⼈第19号）

「校務分掌ができるか」ではなく、「複数の役割をどうバランスよく果たすか」
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個別的な相談指導①―学校全体で組織的に⾏う―

個別的な相談指導
→ 栄養教諭「個⼈」の仕事ではなく、
「学校全体」の組織的な教育活動

組織的対応の構造︓
- 校⻑のリーダーシップの下、校内体制に位置づけて対応を決定
- 学級担任︓⽇常の観察・⼀次的な相談の受け⽌め
- 栄養教諭︓専⾨性に基づく⽀援と、困難ケースでの直接相談

・・・体制の「中⼼」
- 養護教諭・学校医・スクールカウンセラー等︓健康・⼼理⾯からの連携
- 保護者・主治医︓家庭の⾷⽣活・医学的判断との接続

情報共有とプライバシー保護を両⽴させる校内ルールの整備

「栄養教諭等による⾷に関する指導等の充実について（通知）」（令和7年4⽉30⽇ 7初健⾷第2号）
／⽂部科学省「⾷に関する指導の⼿引－第⼆次改訂版－」（平成31年3⽉）第6章（個別的な相談指導）

個別的な相談指導は「栄養教諭個⼈の仕事」ではなく「学校組織の仕事」
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個別的な相談指導② ―共同調理場（センター）配置の場合―

共同調理場配置の栄養教諭は、複数の受配校の児童⽣徒を対象とする
→ 「⽇常的に校内にいない」前提で、受配校との関わりを設計する

受配校への関わり⽅︓
- 本務校以外の受配校には、職員として指導に当たれる体制を整える
（教育委員会の役割）

受配校ごとの窓⼝（⾷育担当・給⾷主任・養護教諭等）を明確化し、
⽇常の情報が栄養教諭に届く経路をつくる
- 計画訪問︓年間指導計画に受配校への訪問・個別相談⽇を位置づける
- 受配校の校内委員会への参画・助⾔

「栄養教諭等による⾷に関する指導等の充実について（通知）」（令和7年4⽉30⽇ 7初健⾷第2号）
／⽂部科学省「⾷に関する指導の⼿引－第⼆次改訂版－」（平成31年3⽉）第6章（個別的な相談指導）
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個別的な相談導指の位置付けー予防・早期対応・個別の三層ー
相談指導を要する⼦を「減らす」

予防的な指導こそが本筋
三層構造（⽣徒指導提要の重層的構造と同型）
第１層 予防的指導︓集団への⽇常的な指導
第２層 早期発⾒・早期対応
（健康診断・残⾷・担任の気付き

→健康課題が深まる前に軌道修正）
第３層 個別的な相談指導

評価軸の転換︓
「相談件数の多いこと⾃体は成果ではない」
「対象児童が少ない＝予防的取組が機能」

「栄養教諭等による⾷に関する指導等の充実について（通知）」（令和7年4⽉30⽇ 7初健⾷第2号）
／⽂部科学省「⾷に関する指導の⼿引－第⼆次改訂版－」（平成31年3⽉）第6章（個別的な相談指導）／⽣徒指導提要（令和4年12⽉）

個別的な相談指導の充実だけでなく、個別的な相談指導を必要としない状態を増やすことが重要
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⾷育基本法改正と第5次⾷育推進基本計画
⾷育基本法の⼀部を改正する法律 (令和８年５⽉27 ⽇公布・施⾏)
学校等における⾷育の強化 （第20条第１項及び新第２項関係）
１ 教職員の例として⾷育の中核的な役割を果たす栄養教諭を追加
農林漁業教育（⾷を⽀える農林漁業及びその関連産業についての理解と関⼼を深めるための教育）を追加

２ 国及び地⽅公共団体は、農林漁業者その他の教職員以外の⼈材の活⽤等を図る

49農林⽔産省「⾷育基本法の⼀部を改正する法律 概要」（令和8年5⽉）／農林⽔産省「第5次⾷育推進基本計画」

第５次⾷育推進基本計画（令和８年６⽉24⽇決定）
【第１ ⾷育推進に関する施策についての基本的な⽅針】
重点事項 （１）学校等での⾷や農に関する学びの充実
⼦供たちの⾷の乱れが⾒られるほか、⽣産現場の実態を知らない⼦供が増加
栄養教諭等による⾷⽣活の重要性等に関する指導や地域等との連携・協働の下、「農林漁業教育」を推進

【第２ ⾷育の推進の⽬標に関する事項】
・栄養教諭による地場産物等に係る⾷に関する指導の平均取組回数
現状（令和７年度）⽉14.1回 → ⽬標値（令和12年度）⽉15.0回

・学校給⾷における地場産物/国産⾷材を使⽤する割合を現状値（令和７年度）から維持・向上した都道府県の割合
⽬標値（令和12年度）90%以上（地場産物・国産⾷材とも） (⾦額ベース)
※第４次計画期間では地場産物︓70.2%、国産⾷材︓83.0%

【第３ ⾷育の総合的な促進に関する事項（具体的な施策）】
２．学校、保育所等における⾷育の推進︓
・栄養教諭の配置促進、栄養教諭の育成とその資質能⼒の向上
・学校給⾷における地場産物等の安定供給等に向けた連携体制の構築、⾷料安全保障等に関する指導の先進事例の創出
・農林漁業体験等の効果や課題等の整理・周知、「農林漁業教育」に関する先進事例の創出、地域⼈材の活⽤等の促進等



都道府県・指定都市⾏政担当者に期待すること
（第4部まとめ）

１ 通知の趣旨の浸透
→ 教育委員会・管理職の理解と⽀援

２ 学校管理規則・服務規程等への
別表の趣旨反映の確認

３ 栄養教諭の研修機会の確保
（新規採⽤時・経験年数に応じた学び）

４ 配置・兼務発令の⼯夫と、
未配置地域への対応
→栄養教諭の専⾨性を発揮できる体制づくり

５ 「指導と管理の⼀体」を体現する
好事例の収集・発信

「栄養教諭等による⾷に関する指導等の充実について（通知）」（令和7年4⽉30⽇ 7初健⾷第2号）
／学校給⾷衛⽣管理基準（平成21年⽂部科学省告⽰第64号）第4（研修機会の確保）

某区の学校管理規則より

栄養教諭等の専⾨性が
より⼀層発揮されるように
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全体まとめ

★リスクマネジメント︓４つのリスク（⾷中毒・異物混⼊・⾷物アレルギー・窒息）を
「平時の仕組み×有事の体制」の⼆段構えで。属⼈化させない

★栄養管理︓摂取基準の充⾜だけでなく、喫⾷実態まで含めたPDCAを
★⾷に関する指導︓

令和7年通知により栄養教諭の給⾷単独指導が明確化。
週4回以上の⽬安

★栄養教諭の職務︓「指導と管理の⼀体」＋学校運営への参画へ

安全な給⾷が⼟台、その上に栄養があり、
さらにその上に指導がある

本研修各スライドに記載の法令・告⽰・通知等
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御清聴
ありがとうございました
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